
１．水道事業

（１） 広域化の推進

① 広域化に係る事業に対する地方財政措置

ⅰ）対象事業

複数市町村における広域化に伴い必要となる施設の整備について、経営統合
だけでなく、施設の共同設置や事務の広域的処理等の地方単独事業も対象

ⅱ）財政措置

地方負担額の1/2に一般会計出資債（交付税措置率60％）、 1/2に水道事業債
（交付税措置なし）を充当

② 都道府県の広域化に関する計画策定等に要する経費について普通交付税措置

（２） 着実な更新投資の促進

① 水道管路耐震化事業（※）について、期限を平成35年度まで５年間延長

※通常事業分（過去3カ年の事業費の平均）に上積みして実施する事業費に係る地方負担額の

1/4に一般会計出資債（交付税措置率50％） 、3/4に水道事業債（交付税措置なし）を充当

② ①のうち、経営条件の厳しさを示す指標等が一定水準以上の団体については、上
積み事業費に係る地方負担額の1/2に一般会計出資債（交付税措置率50％） 、
1/2に水道事業債（交付税措置なし）を充当

人口減少や施設の老朽化等に伴い、水道・下水道事業を取り巻く経営環境が
厳しさを増す中、持続的な経営を確保する観点から、広域化等の推進及び着実
な更新投資の促進を図るため、地方財政措置を講ずる

水道・下水道事業の広域化等の推進

※ このほか、上水道・下水道事業において、事業統合に伴い、高料金対策・高資本費対策の措
置額が統合前の合算額を下回る場合について、激変緩和措置を講ずる。

２．下水道事業

（１） 広域化・共同化に係る事業に対する地方財政措置

① 対象事業

複数市町村及び市町村内における広域化・共同化に伴い必要となる施設（終末処
理場、接続管渠等）の整備

② 財政措置

地方負担額の100％に下水道事業債を充当し、処理区域内人口密度に応じ、元利
償還金の28～56％を普通交付税措置（通常の建設改良事業においては16～44％
（事業費補正分））

（２） 都道府県の「広域化・共同化計画」策定等に要する経費について普通交付税措置

（下線部分が主な拡充箇所）


